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注１
歴史的な建築物を保存するだけでなく、時代に合わせた改修・移築・用途変更などを施して再利用する手法。建替えよりも環境負荷が低く、文化的意義の
高い手法として注目される。

中山 善夫
株式会社ザイマックス不動産総合研究所
代表取締役社長

（ARESマスター　M0600051）

石崎 真弓
株式会社ザイマックス不動産総合研究所
主任研究員

山崎 千紗
株式会社ザイマックス不動産総合研究所
研究員

Truong Thi Truc Quynh
株式会社ザイマックス不動産総合研究所
研究員

仕事とワークスペースをメインテー
マとする世界的な知識ネットワーク

「WORKTECH Academy（ ワ ー ク
テック・アカデミー）」は、2024年第
1四半期にトレンドレポート「Cities 
on the frontline of the future of 
work」を発表した。同レポートは、
世界の主要6都市のオフィス市場を
取り巻く状況や今後の展望につい
て、各都市で活躍する専門家からの
情報をまとめ考察したものである。

ザイマックス不動産総合研究所
（以下、ザイマックス総研）ではその
一部を抜粋し、ニューヨーク、ロン

世界のワークスタイルを牽引する
「主要 4 都市」の現在

第66回

ドン、シドニー、そして東京に関す
るパートを翻訳・編集して紹介する。
なお、各都市のコレスポンデントに
ついては末尾を参照されたい。

はじめに

ハイブリッドワークが働き方や
ワークプレイスを様変わりさせるな
か、世界の都市では何が起きてい
るのか。今回の調査ではいくつかの
共通点が明らかになった。
•  ハイブリッドワークが「常態化」し、

都心経済や都市交通、中心ビジネ

ス地区に長期的かつ多大な影響を
及ぼしている。

•  大企業のテナントがよりスマート
で環境に優しく、アメニティの充
実したビルに、より小さなスペー
スを求める「質への逃避」が起きて
いる。これにより、低品質なオフィ
スストックは放棄され、ビジネス
地区の地理的な再編成や、一等地
での賃料上昇が発生している。

•  持続可能なビルへの転換が強く求
められ、建物のアダプティブ・リ
ユース（適応型再利用注1）への関
心が高まっている。特にマンハッ
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タンでは、地方法第97条注2 に基
づく新たな排出量目標を達成する
ために大規模な更新が必要とな
り、老朽化したストックが課題視
されている。また、ロンドンでは、
2030年以降に法律でEPC（Energy 
Performance Certificates： 省 エ
ネルギー性能証書）等級B以上の
義務付けが予想されるが、現時点
ではオフィスビルの 80％が等級B
を下回っている。

•  高層タワーは依然として人気で、
複合用途開発も増加し続けてい
る。また、どの都市でも手頃な価
格の住宅（アフォーダブルハウジ
ング）不足が社会課題となってお
り、オフィスから住宅への用途転
換や、賃貸住宅の取引の活発化
がみられる。

もちろん、各都市には異なる特徴
や課題もある。たとえば、ニューヨー
クのコワーキング市場が衰退した一
方、ロンドンのフレックスオフィス
市場は活況を呈している。英国では
8年間で 5人の首相が誕生するなど
政治的不安定さが露見したが、首
都ロンドンに対する投資家の信頼は
ほぼ失われていない。東京は、老朽
化したビルストックを近代化すると
ともに、ストレスの多い通勤文化に
対処する必要性を認識しており、こ
れが郊外のサテライトオフィスサー
ビスの成長につながっている。シド
ニーでは深刻な異常気象への警戒
感が高まっている。

次章からは、各都市の詳細レポー
トをお届けする。世界中からレポー
トを寄せてくれたコレスポンデント
に感謝するとともに、本レポートに
関するご意見・ご感想を歓迎する。

1. ニューヨーク

ニューヨーカーたちは変化への適
応力の高さに定評があるが、ニュー
ヨーク市は今、新たなワークスタイ
ルに対応する再開発の能力を問わ
れ、岐路に立たされている。

 
現在のオフィス市場

過去2年をかけて回復してきたも
のの、2024年初頭のオフィス市場に
は課題も残る。2023年の賃貸取引
は好調に終了したが、過去の平均
を上回ることはなかった。新規供給
の影響で空室率は高止まりし、業種
を問わず多くの企業が、ハイブリッ

ドワークやリモートワークを「日常」
として受け入れた。

ニューヨークの不動産開発の余地
は減少しつつあるため、将来的には
既存の不動産ストックを刷新または
再構築する方向へと向かうだろう。
適切な投資が行われれば、再開発
可能な古いビルに対する需要が高ま
るかもしれない。

開発における主なトレンド
近年のニューヨーク市の商業開発

では、いくつかの注目すべきトレン
ドがみられる。新規開発の減速、コ
ワーキング事業の衰退、複合施設
開発、アダプティブ・リユース、サ
ステナビリティ、手頃な価格の住宅、
公共交通指向の開発、テクノロジー
活用などである。

ミッドタウンは依然として最も活
発な不動産市場であり、2023年第4
四半期には大手法律事務所や金融

注 2
地方法第 97条：気候変動対応法（Climate Mobilization Act）において 2019年に定められた条例。これに基づき、2万 5,000平方フィートを超えるビルの大部分は、
2024年時点で新たなエネルギー効率と温室効果ガス排出量の制限を満たすことが義務付けられ、2030年にはさらに厳しい制限が施行される。

2021 年完成の水上公園「リトルアイランド」は、ニューヨークの新名所となっている



58 ARES不動産証券化ジャーナル Vol.80

サービス企業が大型取引を締結し
た。ミッドタウン・イーストの区画
整理計画は、古い物件を再開発の
対象とすることで変革の火付け役と
なっている。

住宅、商業施設、店舗をシームレ
スに融合させた複合施設が人気を
集めており、このような開発は活気
ある歩きやすいコミュニティを形成
している。また、利用可能な土地が
限られていることから、開発業者が
既存の建物を創造的に再利用する
プロジェクトが増加傾向にある。こ
うしたアダプティブ・リユースを主
眼とするプロジェクトでは、古い工
場・物流施設や商業施設が近代的
な住宅やオフィススペースとして生
まれ変わっている。

サステナビリティもニューヨーク
市の重要な焦点であり、LEED認証
の取得やエネルギー効率の高い設
計が注目され、開発業者も追従して
いる。自動車への依存を減らすため、
公共交通機関の利用を見据え、主
要な交通ハブへのアクセスを重視し
た開発プロジェクトも増えている。

分散化の傾向もある。マンハッタ
ンがビジネスの中心地であることに
変わりはないが、従業員に利便性と
柔軟性を提供するため、ブルックリ
ンやクイーンズのような郊外におけ
るサテライトオフィス設置を検討す
る企業もあるだろう。ニューヨーク
がテック産業の中心地として台頭す
るにつれ、開発業者はテクノロジー
の導入に注力し、スマートビルや最
先端の設備がハイテクに精通した
入居者のニーズに応えている。しか
し、直近では新規開発のペースが

鈍化し、かつて活況を呈したコワー
キング市場の崩壊は市場全体の動
向に影を落としている。

数字でみるニューヨーク
•  オフィス空室率は 2020年以降上

昇し、現在17％である。
•  ニューヨーク市でのオフィス賃貸

取引は引き続き金融サービスが牽
引し、2023年の成約の 39％を占
める。

•  ニューヨーク市の出社率は 2020年
以降、全米上位10都市の平均を
わずかに下回っており、最も低い
金曜日で 25％、最も高い火曜日と
水曜日で 60％前後となっている。

•  アメニティの充実したビルは賃貸
取引が活発で賃料も高い。2023
年の賃貸取引の 73％は、何かしら
のアメニティを備えた物件が対象
であった。なかでも、社交やウェ
ルネスに寄与するアメニティが人
気を集めている。

パンデミック以降の変化
リモートワークとオフィスワーク

を組み合わせたハイブリッドモデル
をはじめ、柔軟な勤務形態を採用す
る企業は増加傾向にある。働き方の
変化は、オフィススペースの概念に
根本的な変化をもたらした。

企業は健康的な職場環境の整備
を推進しており、専用の屋外スペー
スやフィットネス施設、メンタルヘ
ルスサポートプログラムといった
ウェルネスアメニティをオフィスに
取り入れている。特に、屋外スペー
スの充実が新築のみならず既存物
件の開発においても重視され、屋上

庭園やテラス、屋外の座席スペース
などが設計に取り入れられている。
清掃手順の強化や換気システムの
改善など、職場における安全衛生
対策への関心も高まっている。

また、ニューヨーク市に勤務する
オフィスワーカーのなかには、より
広い居住スペースや自然環境を求
め、郊外や家賃の手頃なエリアに転
居する人もいる。これにより、雇用
主は柔軟な立地方針を検討したり、
立地戦略を変更したりする必要に迫
られている。

展望と障壁
ニューヨーク市は、手頃な住宅の

不足や建築規制の複雑さ、犯罪率
の増加など、多くの課題に直面し
ている。ハイブリッドモデルの普及
はオフィスワーカーの減少と消費パ
ターンの変化をもたらし、オフィス
街のレストランやバーなどの商売に
打撃を与えた。特に月曜日と金曜日
の一人あたりの消費額が減少してい
る。交通とインフラシステムの改善
も急務であるが、たとえばロンドン
やシンガポールのように渋滞税を導
入する案は、交通規制に対する影
響への懸念から行き詰まっている。

しかし、こうした状況にもかかわ
らず、世界的な知名度や旺盛なテク
ノロジー投資、ウェルネスへの注力、
アダプティブ・リユース、政府の取
組みといったニューヨーク市固有の
強みは、人材と企業を引き付け続け
ている。ニューヨーク州政府はパン
デミックに際し、家賃軽減プログラ
ムやさまざまな経済開発助成金など
の措置を通じて、不動産市場の支
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援に関与してきた。
ニューヨークは金融、文化、教育

の中心地であり、今なお多様な労働
力を引き寄せている。グーグル社が
ハドソン・スクエアの新キャンパス
に 10億ドルを投資したことは、大
企業にとってニューヨークが魅力的
であり続けていることの証左となっ
た。雇用の伸びはパンデミック後の
数年間と比べれば鈍化しているも
のの、特にハイテク・情報産業や
ヘルスケア産業においては依然とし
て米国の他の地域を上回っている。
ニューヨーカーが持つ変革と再創造
の精神は、都市がパンデミック後の
状況を乗り越え、より強くなるため
の支えとなるだろう。

2. ロンドン

ロンドンのワークプレイスは変わ
りつつあるが、たとえどのような困
難に直面しても、この街は創造的な
エネルギーを武器に活路を見出す
だろう。

現在のオフィス市場
2023年の苦境を乗り越え、ロンド

ンのオフィス市場は楽観ムードに包
まれている。金利低下が投資水準
を押し上げると予測されるほか、一
等地での供給不足と堅調な雇用の
伸びとが相まって、賃料に上昇圧力
がかかり始めている。

ブレグジットから新型コロナウイ
ルス感染症のパンデミックに至るま
で、ロンドンはどのような事態に直
面しても立ち直ってきた。デロイト
の最新調査によると、2023年には

43 の計画で 510万平方フィートの
新規建設が始まっており、これは同
調査が 2005年に新規建設活動の記
録を開始して以来最多の着工数と
なる。また、対内投資もパンデミッ
ク以前の水準を維持しており、2023
年7-9月期には103件の新規FDI（外
国直接投資）プロジェクトで 13億ポ
ンド相当の設備投資が行われた。

断っておくが、ロンドンに対する
国際的な信頼が揺るがないのは、フ
ルタイムでのオフィス回帰を期待し
てのことではない。他の欧州都市と
比べて通勤に時間と交通費がかか
るロンドンでは、ハイブリッドワーク
は永続的に定着すると考えられる。

開発における主なトレンド
フレックススペース市場は力強い

回復をみせており、稼働率は 2020
年初頭の水準まで戻ったとの報告
もある。他の欧州都市と比べても、
ロンドンのオフィス市場においてフ
レックススペース市場は大きなシェ
アを占めるようになりつつある。重
要なのは、個人や零細企業向けのコ
ワーキングスペースよりも、大企業
向けの専用スペースが主な成長の
原動力となっている点である。

そのほかの開発トレンドとしては、
テナントが求める「より環境にやさ
しい」オフィスビルを提供するため
の低グレード物件の再利用や、特に
ハイテク分野の中小テナントを誘致
するために新しいビルを設計する動
きなどが挙げられる。ロンドンの歴
史的な中心地であるシティ・オブ・
ロンドン地区では、行政が稼働率
の低い築古ビルを文化や高等教育、

ホスピタリティの場に転用するため
の規制緩和を行っている。

ロンドン市内では、開発業者が地
理的な重点を移しつつある。たとえ
ば、ランドセック社はシティ・オブ・
ロンドン地区の資産を半減し、ウェ
スト・エンド地区やウォータールー
駅周辺に軸足を移している。これら
の地域にはバーやレストランなどの
社交施設が多く存在し、より幅広い
人々にとって魅力的だからである。

一方で、2026年に完成するとロ
ンドンで最も高いタワーとなる 1 ア
ンダーシャフト（97万平方フィート）
をはじめ、高層タワーの新築計画も
多数控えている。ロンドン中心部に
は保護された歴史的建造物が多く
あるため、高層タワーの新規開発が
唯一の道となっている。

数字でみるロンドン
•  ロンドン企業の出社率は現在50%

を超えるが、60％から 80％程度で
変動していたパンデミック以前の
水準には達していない。

•  地下鉄と幹線鉄道の利用率はパン
デミック以前の 90％程度で推移し
ており、特に月曜日と金曜日の利
用が減っている。

•  空室率の平均は 6％前後で、ウェ
スト・エンド地区では5.8％、シティ・
オブ・ロンドン地区では 9.3％、ドッ
クランズでは 15％となっている。

•  ロンドンのオフィスビルの約80％
が、2030年から義務付けられる
EPC等級Bを下回っている。企
業がより高品質なビルを求める傾
向（質への逃避）が加速するなか、
低品質な築古ビルの資産価値が
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急激に低下しつつある。

パンデミック以降の変化
主要なビジネス地区であったドッ

クランズの求心力が弱まっている。
特に、中心地区のカナリー・ワーフ
は大きな打撃を受けており、今後も
HSBCやムーディーズ格付け会社と
いった大企業を含む複数の転出が
予定されている。一方で、ウェスト・
エンド地区やシティ・オブ・ロンド
ン地区西部の周辺地域への関心は
高まっている。

ハイブリッドワークはすっかり定
着した。センター・フォー・シティー
ズ社の推計によれば、ロンドンに勤
める従業員は平均して週に 2、3日
しかオフィスで過ごしていないとい
う。この変化は多くの分野のオフィ
ス需要に打撃を与えたが、ライフサ
イエンス分野の継続的な成長に伴
い、ライフサイエンスビルに対する
需要は非常に高まっている。現在
4 つの大規模計画が進行しており、
100万平方フィートのスペースを提
供するサットンのロンドン・キャン
サー・ハブ（がん研究施設）もその
一つである。

展望と障壁
ロンドンは多くの課題に直面して

いる。景気の先行きは厳しく金利は
今のところ高止まりしており、新規
開発のための土地は足りず、サステ
ナビリティ評価の低いオフィスビル
が余っている。低価格住宅の深刻

な不足は貧富の格差拡大につなが
り、それが犯罪率の上昇や住民の
不満の高まりにつながっている可能
性がある。エコノミスト誌は、ロン
ドンを「貧乏人が多い豊かな都市」
と評した。

また、ハイブリッドワークの定着
は、伝統的に対面での交流に依存
してきたロンドンの産業（プロフェッ
ショナルサービス、先端技術、クリ
エイティブアートなど）に悪影響を
及ぼす懸念がある。なぜなら、英国
経済を支える知識集約型産業はロ
ンドン中心部に集中しており、その
地理的な集積こそが、ロンドンの経
済と高い生産性を形成してきたから
である。

しかし、あらゆる逆境にもかかわ
らず、ロンドンは市内に集積する生
産性の高いサービス業の恩恵を受
け、依然として経済成長を続けてい
る。その創造的なエネルギーとロン
ドンの誇る文化遺産は投資や移転
の決め手となり、観光客を集めてい
る。ロンドンの人口の 37％は英国外
で生まれ、多様性と多文化を維持
しており、2023年にはINGが発表
した「ソフトパワー指標注3」で欧州都
市の首位を獲得した。ロンドンは今
後も、何度も立ち寄りたくなる魅力
的な街であり続けるだろう。

3. シドニー

シドニーはパンデミック後の勢い
を取り戻すのに苦労しているもの

の、文化体験を求める人の増加が
明るい未来への追い風となってい
る。

現在のオフィス市場
オフィス市場は横ばいムードが続

いているが、一部の大手テナントが、
人材と空間をいかに戦術的に連携さ
せるべきかを理解し始めたことで新
たな動きがみられている。最も一般
的なトレンドは、統合とリニューア
ルである。

シドニーの中核や中心ビジネス地
区の市場は、郊外や周縁の立地と
比べれば好調に推移しており、これ
はオフィス需要におけるアメニティ
と接続性の大切さを裏付けるもので
ある。しかし、都市によって傾向は
異なる。アデレードやブリスベン、
パースといった都市は非常に活気づ
いている一方、メルボルンはパンデ
ミックの影響からようやく抜け出し
つつある途中である。

シドニーでは質の高い新築物件
が支持され、2024年完成予定のパー
クラインプレイスや、計画中のチフ
リーサウスといったハイグレードな
物件のリーシングが成功している。
これらの計画が完了すれば、シド
ニーの主要資産の一部が入れ替わ
ることになる。また、家賃の安い郊
外に住むワーカーの一部が市内のよ
り高品質な住まいに移る動きもみら
れるものの、広いスペースを借りる
ことは難しく、今のところ大きなト
レンドとはなっていない。

注 3
環境、文化、社会に関するさまざまな尺度を用いて、欧州の主要 60都市を評価・ランク付けした指標。
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開発における主なトレンド
オフィスの空室を解消する策とし

て、コワーキングを中核とするワー
クプレイスと豊富なアメニティを備
えた複合施設が注目されている。た
だしこれは、単に用途の異なるス
ペースを 1 カ所に集めた従来の「複
合利用」施設ではなく、地域に活気
や信頼感、社会的なつながりを醸
成する「複合体験」を提供するもの
となっている。ミルバック社による
サウス・イヴリー、ウォータールー・
メトロ・クォーター、ハーバーサイ
ドの開発計画には、この方針が採用
されている。

パンデミックの影響は今も続いて
おり、多くの開発業者がオフィスよ
りも住宅難への対処を優先して、オ
フィスビルの住宅への転換や、賃貸
住宅の建設を検討している。一方で、
シドニーでは小規模な組織がイノ
ベーションを推進しており、専門性
の高いブティック型の物件開発が登
場している。こうした開発ではワー
クスペースに新たな発想が持ち込ま
れ、オフィスの品質基準を高める一
助となっている。

また、ニューサウスウェールズ州
のイノベーションハブ、スタートアッ
プ企業、アクセラレータープログラ
ムの約75％がシドニーに拠点を置
いており、同市はテック産業とイノ
ベーションの中枢として知られるよ
うになっている。特に、フィンテッ
クはシドニー市場で確固たる足場を
築きつつあり、オーストラリアのフィ
ンテック企業の 60％がシドニーに本
社を構えている。

サステナビリティも主要なトレン

ドである。シドニーは温室効果ガス
の排出量削減に真摯に取り組み、過
去10年間で年間3.2％の排出量減少
を達成してきた。このような協調的
な取組は経済成長にマイナス影響
を与えていない。全体として、シド
ニーはパンデミック後の「ニューノー
マル」に適応しつつあり、より革新
的で持続可能なワークプレイスへの
移行を主要産業が牽引していると言
えるだろう。

数字でみるシドニー
•  オフィス空室率はここ数カ月で倍

増して 12.1％となり、2023年第4
四半期には 12 カ月ぶりの高水準
に達した。

•  より賃料の高いビルへの移転が、
テナント移転全体の 6％を占めて
おり、「質への逃避」の傾向が継続
していることがうかがえる。

•  フルタイムでオフィスに戻るよう
促す動きがあるにもかかわらず、
オフィスの稼働率は約75％に留ま
り、多くの人が週に 1、2日は自宅
にいるとみられる。

•  多くの企業がオフィス面積を大幅
に縮小するとともに、長期契約に
縛られないよう短期間のリースを
選択し、柔軟性を確保しようとす
る傾向がみられる。

•  金融業界はトップダウンの文化が
強く、従業員は最低でも労働時間
の 50％をオフィスで過ごすよう求
められている。投資銀行や不動産
業界ではこの傾向はさらに強く、
従業員は平均して80％の時間を出
社している。公務員にはもう少し
緩やかなアプローチがとられ、週

1日の出社が義務付けられている。

パンデミック以降の変化
ハイブリッドワークやリモート

ワークの普及は大きな影響をもたら
した。月曜日と金曜日の人流が減り、
週4日制導入への関心が高まってい
る。また、小売店の来店者数が変わっ
たことで、一部の物件のビジネスモ
デルや都市空間の活用方法が変化
している。

他の大都市同様、シドニーでも都
市の目的が生産性から娯楽へと変
わりつつある。シドニー委員会の調
査によるとシドニーの文化イベント
は盛況で、ニューサウスウェールズ
州の回答者の約半数が、シドニーで
開催されたライブパフォーマンスに
参加した経験があるという。こうし
た催しは莫大な収益と雇用を生み出
している。

人々は価値ある体験ができるの
であれば喜んで外出しており、週末
の市内の歩行者数はパンデミック前
の水準に戻っている。このことは、
オフィスへの回帰においても体験の
質が重要であることを物語ってい
る。パンデミック後、シドニーでは
他の地域と同様に、出社を求める雇
用主とフレキシビリティの維持を望
む従業員との間のギャップを埋める
ため、快適さと体験価値向上を目的
としたオフィスデザインの再考が始
まっている。

展望と障壁
シドニーが前進していくには、社

会的交流を促す空間を計画・提供
していくことが極めて重要であり、



62 ARES不動産証券化ジャーナル Vol.80

そのための戦略的な転換が必要と
なっているが、現在の議論ではこの
観点が欠けている。

社会的価値の創造は、開発のま
すます重要な側面となっている。こ
れには相互に依存しあう複数の要
素－場所のアイデンティティ、草の
根プロジェクト、イベント、フェス
ティバル、パブリックアート、多感
覚的な豊かさなど－が必要である。
これらはすべて体験的な性格を持
ち、帰属意識を醸成し、人々を都心
や職場に呼び戻すものであると同時
に、シドニーの都市文化がすでに持
ち合わせている要素でもある。

異常気象も長期的な復興への大
きな障壁となっている。2023年は
観測史上8番目に暖かい年となり、
2080年までにシドニーの気温は少な
くともさらに 1.4度上昇すると予想
されている。こうした状況下でイン
フラ機能や居住性を保つには、ヒー
トアイランド現象（都市部の気温上
昇）を最小限に抑え、都市の強靭さ
を高めるための投資が必要だ。こ
の問題の深刻さを認識しなければ、
復興が将来的にさらなる問題を引き
起こし、人々を涼しい地域へと追い
やってしまうかもしれない。

しかし、より未来志向のアプロー
チと長期的な計画さえあれば、シド
ニーは優れたワークプレイスデザイ
ンとイノベーションを誇る、世界有
数の仕事と生活に適した都市として
発展し続けることができるだろう。

4. 東京

東京のオフィス市場は比較的活

況だが、建物の老朽化と人口の高
齢化が深刻な問題を引き起こしてい
る。

現在のオフィス市場
東京オフィス市場は比較的堅調

に推移し、空室率は 2023年第4四
半期時点で3％前後の低水準を維持
している。しかし 2024年には、前
年に都心部で大量供給された新築
ビルへの企業移転にともない、空室
率が上昇する可能性がある。また、
高ストレスな通勤文化やビルストッ
クの老朽化など、対処すべき課題も
依然残っている。

日本企業の出社率は比較的高く、
パンデミック期でも平均60％台で
あったが、2023年のパンデミック収
束後には 70%前後まで上昇してい
る。特に、市場のシェアの大部分を
占める中小企業では出社回帰の傾
向が強く、採用も活発化しているこ
とからオフィスの拡張ニーズが強ま
り、オフィス需要を下支えしている。

一方、大企業は最適なハイブリッ
ド型ワークスタイルへの移行の一環
として、自社所有や賃借による従来
のオフィススペースを統合、縮小さ
せる動きを今も続けている。同時に、
サテライトオフィスサービスなどの
サードプレイスの活用といった方法
で、企業不動産（CRE）戦略の最適
解を模索する必要にも迫られてい
る。

オフィス需要のダイナミクスは大
きく変化した。従業員の人数に基
づきオフィス面積が計画されていた
パンデミック以前と異なり、現在で
はハイブリッドワーク方針やアメニ

ティ設備等の拡充といった新たな要
素を加味する必要が生じ、オフィス
需要の将来予測は困難になってい
る。

開発における主なトレンド
東京の開発には、他の世界都市

と共通するテーマがいくつかある
が、複合用途開発の盛り上がりはそ
の一つである。このような計画は、
人々の仕事と私生活の境界を曖昧
にするだけでなく、コラボレーショ
ンとイノベーションを促す効果をも
発揮している。多くの複合施設は高
い環境基準を満たし、密集した東
京の街並みに緑地を統合することを
目指して設計されている。森ビルが
英国ヘザウィックスタジオと共同開
発した麻布台ヒルズはその一例で
ある。

一方で、ハイブリッド時代の開発
動向には、東京や日本固有の特徴
もみられる。最も顕著なのは、日本
で「テレワーク」と呼ばれる働き方を
支えるサテライトオフィスサービス
の普及である。サテライトオフィス
の拠点は郊外にも拡大し、従業員
が長時間かけて通勤することなく働
けるワークスペースを提供しており、
自宅の狭さなどにより在宅勤務に不
満を持つ 20代や 30代の若年層にも
利用が広がっている。

郊外エリアにはオフィスビルが少
ない代わりに、スーパーマーケット
やスポーツジム、銀行などの生活利
便施設が充実しており、こうした施
設の余剰スペースでワークスペース
を提供する事例が増えている。また、
主要ターミナル駅や郊外エリアの駅
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における個室ワークスペースの供給
も拡大している。

立地・機能ともに多様化が進む
サテライトオフィスサービスは、日
常のテレワークだけでなく、ワーケー
ションやチームビルディングの目的
でも利用され始めている。しかし、
郊外ワークスペースに対する需要が
伸びる一方で、従業員にオフィス回
帰を求める企業も存在しており、再
び長時間通勤が避けられない状況
に戻ってしまうと従業員の不満やス
トレス増加を招く可能性がある。

数字でみる東京
•  首都圏のオフィスワーカーは、平均
して労働時間の32.1％（週約1.5日注4）
をリモートワークで働いている。

•  首都圏のサテライトオフィス利用
者は、平均18.2％（週1日弱）の時
間をサテライトオフィスで働いて
いる。

•  東京のフレキシブルオフィス市場
（レンタルオフィス、シェアオフィ
ス、サービスオフィス、サテライ
トオフィス、コワーキングスペー
スを含む）が拡大している。東京
23区内のフレキシブルオフィスの
拠点数は 1,437件で、大阪市の 10
倍以上である。また、東京23区内
のフレキシブルオフィスの総面積
は約84万㎡で、オフィスストック
の約1.9%を占める。

パンデミック以降の変化
ハイブリッドワークは定着してい

るが、その性質は欧米の都市とは異
なる。東京圏は世界最大の通勤圏
であり、労働者の長時間通勤による
ストレスはパンデミック以前から大
きな課題であった。テレワークの導
入により、満員電車を乗り継いで都
心に通うという通勤スタイルは過去
のものとなったが、通勤ストレスが
完全に解消されたわけではない。

パンデミック以前は、通勤時間が
長いほど通勤ストレスが高いという
単純な方程式が成り立っていた。し
かし、ザイマックス総研の分析によ
ると、現在では通勤時間だけでなく
通勤回数も通勤ストレスに影響して
いる可能性があることがわかった。
背景を想像するならば、コロナ禍以
前は「毎日する」しかなかった通勤
が、コロナ禍を経てそうではなくなっ
たことで、通勤を選んだ際のストレ
スをより強く感じるようになった可
能性がある。

適度な出社とテレワークのバラン
スをとるなどして従業員の通勤スト
レスを軽減することは、企業が人材
を確保するためにも重要な施策とな
り得る。東京のワーカーの通勤スト
レスは、パンデミック前と変わらず
依然高い。これを解消するには、通
勤回数の調整だけでなく、住宅地に
近いサテライトオフィスなど、働く
場所の多様な選択肢を提供するこ
とも必要だろう。

また、通勤時間が短い場合でも、
コロナ禍前より通勤ストレスが上昇
していたことも見逃せない。短時間

通勤者の方が、長時間通勤者より
も通勤回数が多いことが背景にある
と考えられるが、2023年の調査で
は、ワーカーの不満として「テレワー
クでできる仕事でも出社を要求さ
れる」が上位となっていたことから、
通勤時間の長短にかかわらず等しく
テレワークができる環境を整備する
ことが望ましいだろう。労働時間や
場所の選択肢を広げるだけでなく、
労働者がこうした選択肢を効果的
に活用できるよう奨励・支援する企
業文化の醸成も必要である。

さらに、オフィスそのもののアッ
プグレードも求められている。ザイ
マックス総研の研究では、従業員
に自律的に働く場所を選択する裁量
を与えることが、満足度とエンゲー
ジメントの向上につながることが示
唆されている。出社を強制するので
はなく、従業員が自発的に来たくな
るような、より価値の高いオフィス
づくりに取り組むことが日本企業に
とっての課題となるだろう。

展望と障壁
東京には世界最大級のオフィス

ストックがあるが、賃貸面積でストッ
クの半分近く、物件数で 90％以上
を占める中小ビルの老朽化への対
応が喫緊の課題となっている。老朽
化ビルの再生は、都市の活性化に
とって不可欠である。

しかし、個人オーナーの権利調整
や費用の問題など障壁は多い。ザ
イマックス総研のレポート「オフィス

注 4
数字は 2022年調査時点のものであり、最新の 2023年調査のデータでは 25.4％となっている。
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の未来」では、バブル経済の遺産で
ある築古ビルの「空きビル問題」発
生の懸念を指摘する一方で、ビル
が改修や建て替えにより再生、利活
用されれば良質なストックを形成す
る都市に生まれ変わるチャンスにも
なり得るとしている。従来のオフィ
ス街のビルストックがより多様な複
合用途を取り込むことで、地域社会

に配慮したサステナブルな街として
アップデートされる可能性もある。

また、日本では少子高齢化による
労働人口の減少やパンデミック以降
のテレワークの台頭などが、ワーク
スペース需要の減少につながる要因
として指摘されているが、企業は従
来のオフィススペース内に限らず、
ビルの共用部や都市のなかに多様

かつ高品質なファシリティやアメニ
ティ機能を求めるようになりつつあ
る。利用者が求める基準の高度化
は、オフィスストックを更新させる
とともに、都市の成長の原動力とな
る可能性がある。

（ザイマックス総研にてオリジナル
を一部編集）
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